
表題

下線部が修正箇所である。

令和元年分　申告所得税標本調査

第１0表　租税特別措置法関連項目（参考）

正 誤

（その１）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

6 23 - - 6,243 936 - - - - - -

6 23 - - 5,706 871 - - - - - -

- - - - 163 19 - - - - - -

- - - - 207 29 - - - - - -

- - - - 15 0 - - - - - -

- - - - 152 18 - - - - - -

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

172 13 311 101 15,078 3,377 - - 911 296 22,721 4746

147 13 294 101 14,080 3,264 - - 857 291 21,090 4563

- - - - 279 26 - - 15 2 457 47

15 0 10 0 499 44 - - 39 3 770 76

10 0 - - 44 14 - - - - 69 14

- - 7 0 176 30 - - - - 335 48

（その２）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

245,431 46,878 412 27 436 66 2,034 295 1,346 523 249,659 47,789

71,149 11,819 74 4 186 20 576 69 297 82 72,282 11,994

16,242 3,029 91 7 63 11 301 38 384 111 17,081 3,196

148,669 30,497 184 13 84 20 800 141 350 188 150,087 30,859

2,960 264 57 2 73 5 227 13 118 15 3,435 299

6,411 1,269 6 1 30 11 130 34 197 128 6,774 1,443

（その３）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

10,218 190 59,830 804 113,580 2,673 183,628 3,667

1,298 15 7,506 104 15,635 294 24,439 413

2,728 38 13,129 156 26,275 428 42,132 622

3,909 78 27,031 357 50,037 1,019 80,977 1,454

1,680 12 8,527 61 15,367 131 25,574 204

603 47 3,637 126 6,266 802 10,506 975

（注） 　第10表は調査項目に関する標本が僅少なため参考値であり、第１～９表とも関連しない。

第  １0  表　  租　税　特　別　措　置　法　関　連　項　目　（　参　考　）

事　業　所　得　者　等　の　特　別　控　除　関　連　（　続　）

給 与 所 得 者

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

所得者区分

住　宅　関　係　特　別　控　除　関　連

住宅借入金等特別控除
特定増改築等住宅借入金等

特別控除

雑 所 得 者

特定中小事業者が経営改善設備を
取得した場合の所得税額の

特別控除所得者区分

他 の 区 分 に 該 当
し な い 所 得 者

合 計

事 業 所 得 者

雑 所 得 者

他 の 区 分 に 該 当
し な い 所 得 者

措法41の18の２② 措法41の18の３

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者

他 の 区 分 に 該 当
し な い 所 得 者

所得者区分

寄　附　金　特　別　控　除　関　連

政党等
寄附金特別控除

認定ＮＰＯ法人等
寄附金特別控除

公益社団法人等
寄附金特別控除 合　　計

措法41の18②

合 計

措法10の５の２ 措法10の５の３

不 動 産 所 得 者

合　　計

措法41 措法41条の３の２ 措法41条の19の２ 措法41条の19の３ 措法41条の19の４

住宅耐震改修特別控除 住宅特定改修特別税額控除
認定住宅新築等
特別税額控除

給 与 所 得 者

合　　計

措法10の５の４

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

給与等の引上げ及び設備投資を
行った場合等の所得税額の

特別控除

他 の 区 分 に 該 当
し な い 所 得 者

措法10の６

所得税の額から控除される
特別控除額の特例

措法10の５の５

革新的情報産業活用設備を
取得した場合の所得税額の

特別控除

雑 所 得 者

特定中小事業者が特定経営力向上
設備等を取得した場合の
所得税額の特別控除

事　業　所　得　者　等　の　特　別　控　除　関　連

地方活力向上地域等において雇用
者の数が増加した場合の
所得税額の特別控除

措法10の５

所得者区分

試験研究を行った場合の
所得税額の特別控除

高度省エネルギー増進設備等を取
得した場合の所得税額の特別控除

中小事業者が機械等を
取得した場合の

所得税額の特別控除

地域経済牽引事業の促進
区域内において特定事
業用機械等を取得した

場合の所得税額の特別控除

措法10の２ 措法10の３

地方活力向上地域等におい
て特定建物等を取得した場
合の所得税額の特別控除

措法10 措法10の４ 措法10の４の２

（その１）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

6 23 - - 5,931 902 - - - - - -

6 23 - - 5,706 871 - - - - - -

- - - - 69 10 - - - - - -

- - - - 78 13 - - - - - -

- - - - 6 0 - - - - - -

- - - - 72 7 - - - - - -

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

157 13 301 101 14,487 3,313 - - 878 294 21,760 4,646

147 13 294 101 14,080 3,264 - - 857 291 21,090 4,563

- - - - 117 14 - - 6 1 192 25

6 0 4 0 188 20 - - 15 1 291 34

4 0 - - 19 2 - - - - 29 2

- - 3 0 83 12 - - - - 158 19

（その２）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

245,431 46,878 412 27 436 66 2,034 295 1,346 523 249,659 47,789

71,149 11,819 74 4 186 20 576 69 297 82 72,282 11,994

16,242 3,029 91 7 63 11 301 38 384 111 17,081 3,196

148,669 30,497 184 13 84 20 800 141 350 188 150,087 30,859

2,960 264 57 2 73 5 227 13 118 15 3,435 299

6,411 1,269 6 1 30 11 130 34 197 128 6,774 1,443

（その３）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

10,218 190 59,830 804 113,580 2,673 183,628 3,667

1,298 15 7,506 104 15,635 294 24,439 413

2,728 38 13,129 156 26,275 428 42,132 622

3,909 78 27,031 357 50,037 1,019 80,977 1,454

1,680 12 8,527 61 15,367 131 25,574 204

603 47 3,637 126 6,266 802 10,506 975

（注） 　第10表は調査項目に関する標本が僅少なため参考値であり、第１～９表とも関連しない。

事　業　所　得　者　等　の　特　別　控　除　関　連

地方活力向上地域等において雇用
者の数が増加した場合の
所得税額の特別控除

措法10の５

所得者区分

試験研究を行った場合の
所得税額の特別控除

高度省エネルギー増進設備等を取
得した場合の所得税額の特別控除

中小事業者が機械等を
取得した場合の

所得税額の特別控除

地域経済牽引事業の促進
区域内において特定事
業用機械等を取得した

場合の所得税額の特別控除

措法10の２ 措法10の３

地方活力向上地域等におい
て特定建物等を取得した場
合の所得税額の特別控除

措法10 措法10の４ 措法10の４の２

措法10の６

所得税の額から控除される
特別控除額の特例

措法10の５の５

革新的情報産業活用設備を
取得した場合の所得税額の

特別控除

雑 所 得 者

特定中小事業者が特定経営力向
上設備等を取得した場合の

所得税額の特別控除

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

給与等の引上げ及び設備投資を
行った場合等の所得税額の

特別控除

他 の 区 分 に 該 当
し な い 所 得 者

合 計

措法10の５の２ 措法10の５の３

不 動 産 所 得 者

合　　計

措法41 措法41条の３の２ 措法41条の19の２ 措法41条の19の３ 措法41条の19の４

住宅耐震改修特別控除 住宅特定改修特別税額控除
認定住宅新築等
特別税額控除

給 与 所 得 者

合　　計

措法10の５の４

雑 所 得 者

他 の 区 分 に 該 当
し な い 所 得 者

所得者区分

寄　附　金　特　別　控　除　関　連

政党等
寄附金特別控除

認定ＮＰＯ法人等
寄附金特別控除

公益社団法人等
寄附金特別控除 合　　計

措法41の18②

雑 所 得 者

他 の 区 分 に 該 当
し な い 所 得 者

措法41の18の２② 措法41の18の３

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

第  １0  表　  租　税　特　別　措　置　法　関　連　項　目　（　参　考　）

事　業　所　得　者　等　の　特　別　控　除　関　連　（　続　）

給 与 所 得 者

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

所得者区分

住　宅　関　係　特　別　控　除　関　連

住宅借入金等特別控除
特定増改築等住宅借入金等

特別控除

雑 所 得 者

特定中小事業者が経営改善設備を
取得した場合の所得税額の

特別控除所得者区分

他 の 区 分 に 該 当
し な い 所 得 者

合 計

事 業 所 得 者


